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中期経営計画NK-AIM（2015.7-2018.6）の上方修正に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年6月29日に公表した「中期経営計画NK-AIM（2015.7-2018.6）」について、基本方針の

見直しおよび数値目標の上方修正をいたしましたので、お知らせいたします。 

 

1． 中期経営計画NK-AIM 上方修正の背景 

 当社は、長期経営戦略に基づき、平成28年4月1日に英国建築設計会社BDP Holdings Limited（以下、

BDP社）を子会社化いたしました。また、国内・海外の建設コンサルタント事業および電力エンジニアリン

グ事業についても、現在の市場環境を考慮し、今後の計画を見直すことといたしました。 

 

2． 修正内容について 

 (1)基本方針 

本中期経営計画の基本方針として、「主力3事業の持続的成長」「新事業の創出と拡大」を掲げてまいり

ましたが、新たに「自律と連携」を加えることといたしました。「自律」はグループ各社がプロフィットセ

ンターとして期待されている業績を上げることを、「連携」はグループ内や社外と積極的に連携を行い新た

な事業機会を生み出すことを目指します。 

 

 (2)数値目標 

BDP社の子会社化および主力3事業の市場環境の変化に鑑み、2017年6月期および2018年6月期の数

値目標を下記のとおり見直します。BDP 社の子会社化により、都市空間事業の本格展開と建築×土木のシ

ナジー創出を目指します。また、主力3事業の収益性向上にも引続き取組みます。 

なお、長期経営戦略および中期経営計画NK-AIMの重点課題・全社共通施策に変更はございません。 

 

 

単位：億円 

2017年6月期 

（修正後） 

2017年6月期 

（当初） 
増減 

2018年6月期 

（修正後） 

2018年6月期 

（当初） 
増減 

売上高 1,050 890 +160 1,150 1,000 +150 

営業利益 60 47 +13 74 64 +10 

経常利益 63 55 +8 74 70 +4 

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
36 28 +8 43 43 - 

ROE（%） 6.7 5.2 +1.5pt 7.5 7.5 - 

営業利益率（%） 5.7 5.2 +0.5pt 6.4 6.4 - 

以上 



参考資料：グループビジョン

安全・安心な社会基盤と豊かな生活空間づくりに
価値あるサービスを提供し未来を拓く



参考資料：長期経営戦略 （2015年7月～2021年6月）

2021年6月期数値目標

グローバルなコンサルティング＆エンジニアリングファームへと進化を続ける

連結売上高

1,400億円
営業利益

140億円
営業利益率

10%
ROE

10%

1,400億円

新事業による成長
＋400億円

1,000億円

＋400億円

800億円
既存事業の持続的な成長
＋200億円
800億円→1,000億円1ｓｔ

Step

2nd
Step

3rd
Step

800億円

都市の高度化・複合化への対応や 開発途上国での都市問題解消のため

2015年度2008年度 2018年度2012年度 2020年度

Step
NK-AIM

都市の高度化・複合化への対応や、開発途上国での都市問題解消のため、
都市空間事業などの新規事業を開拓し、グローバルかつ高収益な企業へ



参考資料：中期経営計画（NK-AIM） 修正版

2018年6月期数値目標（修正後）

基本方針に「自律と連携」（グループ各社の自律した運営体制と社内外との連携）を加え、
グループビジョンおよび長期経営戦略達成に向けた飛躍の基盤をつくる

2018年6月期数値目標（修正後）

連結売上高

1,150億円
営業利益

74億円
営業利益率

6.4%
ROE

7.5%1,150億円 74億円 6.4% 7.5%

基本方針

主力３事業の持続的成長主力３事業の持続的成長

新事業の創出と拡大

自律と連携 ≪NEW≫

事業における重点課題

(1)グローバル展開の一層の進化 → 世界で進化（Advance）

全社共通施策

(1)技術政策：
次世代基幹技術の開発と
生産性のさらなる向上

(2)主力事業の深化による一層の
業域拡大と収益性の向上

→ 日本で深化（Intense）

(3)新事業領域の創出に向けて

生産性のさらなる向上

(2)人事政策： 人財の確保と育成の強化

ラボレ シ ンの促進と(3)新事業領域の創出に向けて
総合技術力の真価を発揮

→ 発揮する真価（Merit） (3)組織政策：
コラボレーションの促進と
コーポレートガバナンスの強化
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